























































































































































































































































































































































































































































































































































 Ａ ６５０ ２５０ ２５０ １５０ 
 Ｂ ２５０ ２５０ ０ ０ 
 Ｃ １００ ２５０ ０ －１５０ 
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 Ｂ ２５０ ０ ０ ２５０ ２５０ ０ ０
 Ｃ １００ ０ １５０ ２５０ ２５０ ０ ０
















































































給与収入 納税者数 給与総額 所得税額
７００万円以下 ２７百万人（７８.２％） １０７.７兆円（５８.４％） ３.３兆円（３４.３％）
７００～１０００ ５百万人（１４.５％） ４１.４兆円（２２.４％） ２.０兆円（２１.０％）



























































つ必要な費用（all the ordinary and necessary 
expenses）が控除額として認められる」と規
定している。この規定は個人であれ、法人で
あれ、営業・事業に関連する支出に適用され
るのである。
３．所得税における改革の論点
　所得税における問題点は極めて多いが、本
稿では、所得控除を税額控除に転換すべきこ
と、分離課税制度を廃止または縮小し総合課
税を徹底すべきことを取り上げる。
（１）所得控除から税額控除への転換
　　　  ―カナダ税制の教訓
　所得税は各人の税負担能力を捉え、各人の
経済状況の違いを考慮する仕組みをとること
により、応能負担原則を反映できる税制とし
て重要である。本稿では、「所得控除が高額
所得者に有利な制度」になっており、応能負
担原則を徹底するためには、「税額控除制度
に転換する必要」があることを提起したい。
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　筆者は、カナダの税制を論じた論文の中で、
「カナダ所得税制の最大の特徴は、税額控除
（tax credit）制度の重視である。」「過去にお
いては、わが国と同じように、所得控除を中
心にして税額計算をする仕組みをとっていた
が、１９８８年に税額控除に転換した。」「その理
由は、課税の公平を確保するには所得控除よ
り税額控除のほうが有効であるとの判断であ
る。」と紹介している（１５）。具体的には、２００１年
において、基礎税額控除は$１,１８６、配偶者税
額控除は$１,００７、１８歳以下の児童の扶養税額
控除は$５６０、となっている。それ以外に、教
育費税額控除、医療費税額控除、慈善寄付税
額控除、私的年金税額控除、政治献金税額控
除、配当税額控除、外国税額控除などがある。
控除項目はほとんどわが国と同じであるが、
わが国ではその大半が所得控除であるのに対
し、カナダではすべて税額控除になっている
ことである。基礎控除についてみると、カナ
ダの基礎税額控除は$１,１８６なので、これを
レート９０円で換算すると約１０万円になる。所
得が２００万の人も、１０００万の人も、１億円の人
も同じ１０万円が税額から控除される。
　わが国の基礎控除は３８万円が所得から控除
される。この場合、所得２００万円の人の適用
税率は１０％なので税額から減額されるのは３８
万円の１０％、３８,０００円である。所得５０００万円
の人は、適用税率３７％に３８万円を掛けた
１４６,０００円の減税となる。所得控除は所得の
低い人よりも所得が高い人に結果として有利
な制度になっている。
　所得控除の中でも、たとえば寄付金などは
所得の自発的処分の性格を持つので、所得か
ら控除するほうが理論的整合性に優れている
と思われる。また医療費についても、本人の
意思にかかわらず支出するものであるという
性格から、所得の処分と考え、所得控除のほ
うが妥当であると言えるかもしれない。しか
し、基礎控除、配偶者控除、扶養控除などは
「基礎的生活を維持する所得には課税しない」、
「応能負担原則を確保する」、「低所得者に有
利な税制が望ましい」という考え方にたてば、
現行の「所得控除制度」から「税額控除制度」
に転換することが必要であると考える。
（２）分離課税制度を廃止または縮小し、総
合課税を徹底すべきこと
　所得税は近代税制の中心に据わり発展して
きたが、歴史的に見ても、当初から応能負担
原則と結びついて設計されていたと言える。
人の税負担能力を測るためには、その人の全
ての所得を合算する必要、すなわち、総合課
税の仕組みが重要である。また、一定の免税
点を設けること、累進税率にすることも応能
負担原則を貫くために必要な仕組みである。
　所得税の母国であるイギリスが、１７９９年に
所得税を初めて導入したときに、源泉の違い
により所得を４つに区分し、６０ポンドの免税
点を設け、所得控除、児童控除などを規定し、
最高１０％までの累進税率を適用した（１６）。イギ
リスの所得税の特徴は、所得をその発生源泉
の違いに着目した分類所得税であり、一時
的・偶然的所得には課税しないというスタン
スを取っていた時期もあり、総合課税の徹底
という点では一貫していないと言える。しか
し、現在ではキャピタルゲインについても
１９６２年から課税対象に取り込み基本的に総合
課税の仕組みを維持している。
　アメリカにおいては、総合課税の思想は徹
底しており、１９１３年の連邦所得税導入以来、
利子、配当、キャピタルゲインなど全て例外
なく課税所得に合算され税額計算される。
税制の意義の原理的考察
　ドイツの所得税について諸富徹氏は「ドイ
ツにおける近代所得税の発展」を考察した論
稿において、「ドイツ所得税の特徴は、多様な
所得源をすべて合算して申告納税する総合所
得税制の採用にある。」「納税者の支払能力を
厳密に考慮したうえで純所得に課税できると
いう点で、人税としての所得税の純粋型をし
めしている。」として、ドイツの所得税が完全
な総合所得税の仕組みをとっていることを強
調している（１７）。
　このように、先進各国の所得税の基本的仕
組みが総合課税の仕組みをとっているにもか
かわらず、わが国では極めて憂慮すべき事態
が進行している。戦後、税制の基本路線を示
したシャープ税制勧告において、所得税の重
視、所得の総合課税の徹底が指示勧告され、
全ての所得を合算して課税するという仕組み
で出発した。しかし、その後、株式や土地の
譲渡所得の分離課税、利子所得、配当所得の
分離課税が徐々に拡大され、総合所得税の基
本構造が解体されてきた。その結果、株式所
得、利子所得、土地取引所得など、資産所得
に有利な税制となり、応能負担原則が大きく
損なわれている。
　合田寛氏は、最近の税制改正により株式関
係所得の減税の状況を次のようにまとめてい
る。「株式配当や譲渡益など株式関係所得に
対して、破格の減税が行われた。株式等配当
金、投資信託収益金、株式等譲渡益に関して、
一律２０％（所得税１５％　住民税５％）の税率
の源泉徴収で納税が完了する仕組みが作られ
た。株式譲渡益については申告分離課税であ
るが、金融機関に特定口座を設定して取引す
れば申告は不要とした。しかも、今後５年間
は税率を１０％（所得税７％　住民税３％）に
軽減した。」「今回の改正は、１回の配当金が
５万円以下の場合、２０％の源泉徴収で済むと
いう『少額配当申告不要制度』を拡充すると
いうやり方で、すべての配当所得を源泉徴収
で完了させ、総合課税の対象から除外した。
これによって金融商品は、利子であれ配当で
あれ株式譲渡益であれ、すべて分離課税とな
り、総合課税の対象からはずされることにな
る。」（１８）
　所得税の税率は、１０％、２０％、３０％、３７％
の４段階である。３０％の税率が適用されるの
は課税所得が９百万円を越える部分であり、
３７％の税率が適用されるのは課税所得が２千
万円を越える部分である。課税所得が１千万
円の人が配当所得１００万円と株式譲渡益２００万
円を得たとき、総合課税であれば両者の合計
３００万円に３０％の税率が適用され、９０万円の
所得税を負担する。しかし、分離課税制度で
は、当初５年間は１０％の税率が適用され３０万
円の所得税ですみ、その後も２０％の税率で６０
万円に軽減される結果となる。
　数千万円、数億円の株式関連所得のある高
額所得者にとっては本来の税率である３７％で
はなく、１０％、２０％という軽減税率の適用に
より巨額の減税の恩典を受けることになる。
アメリカ、イギリス、ドイツなどの先進各国
が所得税の総合課税の原則を維持している国
際環境において、わが国がこのような極端な
株式関連所得を中心にした分離課税を維持・
拡大しているという状況は異常としか言えな
い。分離課税を廃止し、総合課税の原則を徹
底することが正しい税制のあり方である。
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